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＜青森みちのく＞つないでネ！ット利用規定 

2025年 1月 1日現在 

１．＜青森みちのく＞つないでネ！ット利用規定 

「＜青森みちのく＞つないでネ！ット利用規定」（以下「本規定」といいます。）は、「＜青森みちのく＞つ

ないでネ！ット」（以下「本サービス」といいます。）に係わる利用規定を定めます。 

株式会社青森みちのく銀行（以下「当行」といいます。）は、お客様から本規定の取引に係る、「＜青森

みちのく＞つないでネ！ット申込書」（以下、「申込書」といいます。）の提出を受け、これを承諾したとき

に、本規定の取引に係る契約が成立するものとします。 

２．契約対象者 

「本サービス」は、当行本支店の営業エリア内に居住または勤務先があり、当行本支店に普通預金（総合

口座普通預金を含む）をお持ちの個人のお客さまに提供する事を原則とします。（事業用については取扱い

できません。） 

３．利用方法 

（１）利用方法 

契約者自身が占有するパーソナルコンピュータ等の端末機（以下「ＰＣ」といいます。）によりインター

ネットを利用して取引を行います。 

（２）端末機等 

利用できるＰＣ、スマートフォン（以下ＰＣ、スマートフォンを「端末機」といいます。）、ソフトウェ

アおよび通信回線・通信手順等は、当行ホームページに掲載のご利用環境に準拠したものに限ります。 

４．サービス利用日時 

「本サービス」の利用日、利用時間は当行所定の利用日、利用時間とし、当行ホームページ上に掲載しま

す。 

ただし、利用日、利用時間はサービス内容により異なります。 

また、当行は契約者に事前に通知することなく、これを変更できるものとします。 

なお、当行の責めによらない回線工事、障害等が発生した場合は、利用中であっても、契約者に予告なく、

利用を一時停止または中止する場合があります。 

５．サービス内容 

振込・振替、定期預金の取引、積立定期預金の取引、外貨預金の取引、関連口座の登録・削除、投資信託

の取引、住宅ローン繰上返済・固定金利特約予約、税金・各種料金払込み、公共料金口座振替受付、住所変

更受付、口座情報の提供等のサービス。 

６． 利用申込 

（１）書面による利用申込 

① 利用の申込方法 

「本サービス」の利用申込は、本規定を承認のうえ、「申込書」により、取引口座およびその他必要事

項を届出することにより行います。 

② 利用申込の受付 

当行は、取引口座の届出印と申込書に押印された印影を相当の注意をもって照合し、相違がないもの

と認め、申込を承認した場合に申込書を受付します。 

（２）オンラインによる利用申込 

① 利用の申込方法 
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「本サービス」の利用申込は、本規定を承認のうえ、当行ホームページ上の「つないでネ！ット オ

ンライン新規申込」画面から、取引口座およびその他必要事項を入力することにより行います。 

② 利用申込の受付 

当行は、届出されたキャッシュカード暗証番号・生年月日・電話番号と画面入力されたキャッシュカ

ード暗証番号・生年月日・電話番号を照合し、相違がないものと認め、申込を承諾した場合に申込を受

付します。 

７． 利用口座 

（１）取引口座 

取引口座は、契約者本人名義（屋号付口座名の預金口座は指定できません。）の当行の預金口座とし、

「振込」、「振替」、「定期預金」、「積立定期預金」、「外貨預金」、「投資信託」、「住宅ローン」、「税金・各種

料金払込み」に係わる「資金移動取引」の入金口座または支払口座として利用します。 

取引口座の預金種類毎の取引内容は、各取引毎に定めます。 

（２）代表口座 

取引口座のなかの普通預金（総合口座普通預金を含む）を「代表口座」として届け出るものとします。

「代表口座」の変更はできません。 

（３）関連口座 

「関連口座」とは、事前に「申込書」またはＷｅｂ画面上で登録した代表口座以外の契約者本人口座を

いいます。 

「関連口座」と「代表口座」を合算して、10口座迄登録可能です。 

（４）家族口座 

「家族口座」とは、当行本支店にある契約者の家族名義の口座で、振込先として事前登録した口座をい

います。「家族口座」は、5口座迄登録可能です。ただし、契約者と生計を同一とする家族に限ります。 

（５）振込口座 

「振込口座」とは、当行が契約者より振込先口座として事前登録を受けている口座（「家族口座」を含

む。）、または事前登録のない当行または他の金融機関の国内本支店の口座をいいます。 

なお、事前登録している「振込口座」への「資金移動取引」を「事前登録振込」、事前登録のない「振込

口座」への振込を「都度振込」といいます。 

事前登録できる「振込口座」は、「家族口座」を除き 10口座可能です。 

８．本人確認 

（１）暗証番号等の登録 

契約者は、「ログインＩＤ」と「ログインパスワード」および「確認用パスワード」を初回利用の際に登

録するものとします。 

（２）仮パスワード通知書の送付 

当行は、「本サービス」の契約者に対し、「仮ログインパスワード」および「仮確認用パスワード」を記

載した「仮パスワード通知書」を発行し、簡易書留郵便で契約者の届出住所へ送付します。 

なお、送付した「仮パスワード通知書」が宛先不明等の理由で当行へ返却された場合は、「本サービス」

の申込がなかったものとします。 

（３）本人確認方法 

契約者の本人確認は、「ログインＩＤ」、「ログインパスワード」および「確認用パスワード」により行

い、一致を確認した場合は利用者を契約者本人とみなします。 
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また、「ワンタイムパスワード」または「メール通知パスワード」を併用することもできます。 

なお、当行がスクレイピング契約を締結している電子決済等代行業者（以下「電代業者」といいます。）

が「本サービス」を利用する場合、契約者本人による利用として取り扱います。(スクレイピングとは、電

代業者がその利用者からＩＤおよびパスワードの貸与または開示を受けて、「本サービス」を利用するこ

とです。) 

（４）取引意思確認 

当行が前項の方法により本人確認を行って取引を実施したうえは、当行は次の事項を確認できたものと

して取扱います。 

① 「本サービス」の利用依頼が契約者の有効な意思による申込に基づくものであること。 

② 当行が受信した依頼内容が真正なものであること。 

（５）暗証番号等の管理 

「ログインパスワード」および「確認用パスワード」を「暗証番号等」と言い、「暗証番号等」は、契約

者の責任において厳重に管理するものとし、第三者への貸与または開示を行わないでください。 

暗証番号等には、生年月日や電話番号等、第三者から推測可能な番号等は使用しないものとします。 

当行は、契約者からの暗証番号等の照会に対し回答しません。 

また、当行職員がこれらの内容を契約者にお尋ねすることはありません。 

なお、当行がスクレイピング契約を締結している電代業者への「ログインＩＤ」および「暗証番号等」

の貸与または開示に限り、第三者への「ログインＩＤ」および「暗証番号等」の貸与または開示禁止の例

外とします。(当行がスクレイピング契約を締結している電代業者のサービスについては当行ホームペー

ジに掲載します。) 

（６）サービスの取扱中止 

「本サービス」の利用にあたり、当行が定める一定の回数を超えて連続して間違った暗証番号等を入力

した場合は、安全のため「本サービス」の取扱を中止する場合があります。 

利用を再開するには、取扱中止解除の手続が必要になります。 

（７）暗証番号の変更 

暗証番号等を第三者に知られたような場合は、直ちに変更してください。 

９．ワンタイムパスワードサービス 

（１）サービス内容 

ワンタイムパスワードサービスとは、「本サービス」の利用に際し、パスワード生成機（以下「トークン」

といいます。）により生成・表示され、60 秒毎に変化する可変的なパスワード（以下「ワンタイムパスワ

ード」といいます。）を、「８．本人確認－（３）」に従った本人確認手続に加えて用いることにより、契約

者の本人確認を行うサービスをいいます。 

（２）サービス利用者 

「ワンタイムパスワードサービス」の利用者は「本サービス」の契約者とします。 

（３）利用方法 

① 「トークン」発行 

当行は契約者からの「トークン発行」依頼を受け「トークン」の発行手続を行いますので、スマートフ

ォンに「ワンタイムパスワードアプリ」をダウンロードして「トークン」の設定を行います。 

② 「ワンタイムパスワード」利用開始 

契約者は、「ワンタイムパスワード」を入力し、「ワンタイムパスワード利用開始」を行います。契約者
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が入力し送信した「ワンタイムパスワード」と、当行が保有している「ワンタイムパスワード」が一致し

た場合は、当行は契約者からの「ワンタイムパスワード利用開始」の依頼とみなし、この依頼が完了した

後、「ワンタイムパスワード」を契約者の本人確認の手続に利用します。 

③ 「ワンタイムパスワード」による本人確認手続 

ワンタイムパスワード利用開始後は、「ユーザ管理およびトークン管理」・「都度指定方式による振込振

替先管理」・「税金・各種料金払込み（ペイジー収納サービス）」の取引について「８．本人確認－（３）」

の手続に加えて「ワンタイムパスワード」を当行の指定する方法により正確に送信してください。当行が

受信し認識した「ワンタイムパスワード」との一致を確認します。 

④ ワンタイムパスワード利用解除 

「トークン」として利用しているスマートフォンの機種変更等で「ワンタイムパスワード」の利用がで

きなくなる場合は、「ワンタイムパスワード利用解除」を行ってください。この依頼が完了した後、契約者

ご本人の確認の手続に「ワンタイムパスワード」の入力が不要となります。 

利用解除日の翌日以降、機種変更後のスマートフォン等で「トークン発行」「ワンタイムパスワード利用

開始」を行っていただき、ワンタイムパスワードの利用を再開してください。 

⑤ 利用申込と解約 

「ワンタイムパスワード利用開始」をもって「ワンタイムパスワードサービス」の利用申込とみなし、

「ワンタイムパスワード利用解除」をもって「ワンタイムパスワードサービス」の解約とみなすものとし

ます。 

（４）ワンタイムパスワードの管理 

① 「ワンタイムパスワード」は厳重に管理し、他人に知られたり、「トークン」として利用しているスマー

トフォンを紛失したり、盗難等に遭わないよう十分注意してください。「トークン」として利用してい

るスマートフォンを紛失したり、盗難等に遭った場合は、速やかに当行に届け出てください。 

② 契約者が「トークン」として利用しているスマートフォンを紛失等された場合は、当行に対し書面の提

出により「ワンタイムパスワード利用解除」を依頼することができます。 

③ 当行が保有している「ワンタイムパスワード」と異なる入力が、当行の任意に定める回数連続して行わ

れた場合、当行は「本サービス」の取扱いを停止します。「本サービス」の利用再開を希望される場合、

オンラインでの手続ができない場合には、書面により届け出てください。 

（５）トークンの有効期限 

「トークン」の有効期限は当行が定める期限までとします。有効期限が近づいた場合、「ワンタイムパス

ワードアプリ」で通知しますので、有効期限更新を行ってください。 

（６）ワンタイムパスワードサービスの解約等 

① 「ワンタイムパスワードサービス」は、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。 

この場合、本解約の効力は「ワンタイムパスワードサービス」に限り生じるものとします。 

② 当行の都合により「ワンタイムパスワードサービス」を解約する場合は、届出の住所に解約の通知を行

います。その場合に、その通知が契約者の都合により、延着、または到着しなかったときは、通常到達

すべき時に到達したものとみなします。 

この場合、本解約の効力は「ワンタイムパスワードサービス」に限り生じるものとします。 

③ 「本サービス」が解約された場合は、「ワンタイムパスワードサービス」は解約されたものとみなしま

す。 
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１０．通知、確認、照会等の連絡 

（１）連絡先 

当行より、契約者に対する、取引依頼内容等に関する通知、確認、照会等の連絡先は、契約者から当行

に届出のあった住所、電話番号、電子メールアドレス等とします。（以下当行に登録した住所、電話番号、

電子メールアドレス等の連絡先を「連絡先」といいます。） 

（２）電子メールアドレス 

① 登録 

「本サービス」の利用開始にあたっては、契約者の電子メールアドレスを登録するものとします。（以下

当行に登録した電子メールアドレスを「登録アドレス」といいます。） 

② 変更 

登録アドレスの変更は、契約者が行うものとします。 

（３）連絡不能時の取扱い 

連絡先に宛てた通知、確認、照会等の連絡が、契約者の誤届出、誤登録、未変更等の不備および通信障

害その他の事由により連絡不能または未着、延着等が発生しても、通常到達すべき時に到達したものとみ

なし、これに起因して契約者に損害が生じても、当行はその賠償責任を負いません。 

１１．取引の依頼、確定、実施 

（１）取引の依頼 

「本サービス」による取引依頼は、「８．本人確認」に従った本人確認を行ったうえで、当行に伝達する

ことにより行うものとします。 

（２）取引金額 

「本サービス」による振込・振替取引の「1 日あたり」（基準は「午前零時」とします。）または「取引

1回あたり」の上限金額（以下「上限金額」といいます。）を、当行は別途定めることができるものとしま

す。 

この当行が定めた「上限金額」の範囲内で、契約者は「上限金額」を設定、変更することができます。 

（３）取引依頼の確定 

① 当行が「本サービス」による取引依頼を受付けした場合、契約者に依頼内容を確認し、その内容が正し

い場合には、契約者は確認するものとします。 

その確認が各取引での確認時間内に行われ、かつ当行が確認を受付した時点で、当該の取引依頼が確定

したものとします。 

② 取引依頼確定後に、契約者から取引依頼内容の変更、取消を行うことはできません。 

③ 資金移動および一部取引については、当行が取引依頼内容を画面上に表示するので、当行指定の方法で

確認してください。 

（４）取引の成立 

① 「資金移動取引」の実施 

当行は、「本サービス」による「資金移動取引」の受付確定後、「支払口座」から振込・振替の資金、各

種手数料等（以下「決済資金」といいます。）の引落しを行います。 

なお、「決済資金」は、普通預金規定（総合口座取引規定を含む。）、貯蓄預金規定およびその他関連各規

定等の定めに係らず預金通帳、払戻請求書、キャッシュカードの提出なしで、引落しを行います。 

② 「資金移動取引」の不成立 
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当行は、『①「資金移動取引」の実施』が以下の事由等により行えなかった場合は、当該の取引依頼はな

かったものとして取扱います。 

当該取引が行われなかったために生じた損害については、当行は賠償責任を負いません。 

Ａ．「支払口座」または「入金口座」が解約されている場合。 

Ｂ．「支払口座」から「決済資金」を残高不足（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。以下「支

払可能金額」といいます。）等の事由により引落すことができなかった場合。 

Ｃ．ローンの延滞、差押えおよび公的機関の措置等による場合。 

Ｄ．当行または金融機関の共同システム運営体が相当の安全対策を講じたにもかかわらず端末機、通信回

線またはコンピュータ等に障害が生じた場合。 

Ｅ．当行以外の金融機関の責に帰すべき事由により取引不能になった場合。 

③ 「資金移動取引」を伴わない取引 

取引依頼の確定をもって取引を成立したものとします。 

１２．取引の記録 

（１）当行は、契約者からの依頼内容、取引内容を記録し、相当期間保存します。 

（２）「本サービス」による取引内容について、契約者と当行との間で疑義が生じた場合には、当行が保存する電

磁的記録等の記録内容を正当なものとして取扱います。 

１３．振替 

（１）内容 

「振替」とは、「代表口座」および「関連口座」のうち普通預金・貯蓄預金・カードローン間の「資金移

動取引」をいいます。 

（２）取引日 

「振替」の取引日は、受付日当日とします。 

１４．振込 

（１）内容 

「振込」とは、「振込口座」への「資金移動取引」をいいます。 

なお、振込の受付にあたっては次表により、振込手数料および振込手数料にかかる消費税相当額の合計

金額（以下「振込手数料」といいます。）を「支払口座」から引落します。 

振込金額 3万円未満 3万円以上 

同一店内宛 無料 無料 

当行本支店宛 110円 220円 

他行宛 270円 440円 

（２）取引日 

「振込取引」の取引日は、受付日当日とします。 

ただし、取引の依頼内容の確定が受付の時限を過ぎている場合、または受付日が銀行窓口休業日の場合

は、「翌営業日扱い」として翌営業日に処理を行います。 

（３）支払口座 

「支払口座」は、代表口座および関連口座として登録される普通預金および貯蓄預金とします。 

（４）振込口座 

振込口座の指定は「事前登録振込」および、予約取引に限り「都度振込」で次表により行うことができ

ます。 
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【事前登録振込】 

当行普通預金および 
貯蓄預金口座および 
他行口座 

平日 

土･日･祝日 
0:00～24:00 当日扱い 

当行当座預金 

平日 0:00～15:00 当日扱い 

平日 15:00～24:00 予約扱い 

土･日 

(祝日可) 
0:00～24:00 予約扱い 

【都度指定振込】 

当行口座および 
他行口座 

平日 

土･日・祝日 
0:00～24:00 予約扱い 

（５）振込不能の取扱 

① 「振込口座」へ入金できなかった場合、または振込先の金融機関から振込資金が返却された場合は、「支

払口座」に決済資金を返却します。この場合、振込手数料は返却しません。 

② 振込先の金融機関から当行に対して振込内容の照会があった場合は、当行は依頼内容について契約者に

照会することがあります。この場合は速やかに回答してください。 

当行の照会に対して相当の期間内に回答がなかった場合、または不適切な回答があった場合、これによ

り生じた損害について、当行は責任を負いません。 

（６）依頼内容の訂正・組戻 

① 取引確定後は、依頼内容の変更（以下「訂正」といいます）または取消を行うことはできません。 

ただし、予約取引に限り、振込指定日の前日までに契約者の操作により契約者が端末機で取消すること

ができます。 

② 当行がやむを得ないものと認めた場合は、訂正・組戻を受付けます。 

この場合、「支払口座」から組戻手数料を引落しするものとし、振込手数料は返却しません。 

また、当該振込資金が返却された場合には、「支払口座」に入金します。 

③ 振込先金融機関が既に振込通知を受信している場合は、訂正または組戻ができないことがあります。こ

の場合は、契約者は受取人との間で直接協議してください。なお、この場合の組戻手数料は返却しませ

ん。 

１５．定期預金のお預入れ・お引出し・書替他 

（１）内容 

① 「定期預金取引」とは、「関連口座」として登録している定期預金について預入、解約、書替継続および

これらに付随する取引の依頼を行います。 

② 定期預金の預入、解約、満期解約予約、満期時取扱条件変更、明細照会を行うことができます。 

③ 定期預金の解約、書替継続取引は、原則として満期日以降（据置型定期の据置期間経過後の場合も含み

ます。）に各定期預金規定に従って受付けます。当行がやむを得ないものと認めて満期日前（据置型定期

預金の据置期間経過前の場合も含みます。）の定期預金の解約に応じる場合の利息の計算は、各定期預

金規定に基づくものとします。 

④ 定期預金の書替継続取引は、解約取引と預入取引の２つの取引により取扱いするものとします。 

（２）取引日 

「定期預金取引」の取引日は、受付日当日とします。 



8 

 

（３）支払口座 

「支払口座」は、代表口座および関連口座として登録される普通預金および貯蓄預金とします。 

（４）適用金利 

「入金口座」の適用金利は、入金取引日における当行ホームページに掲載の預金金利とします。 

（５）入金口座 

解約取引による元利金は、「代表口座」または「関連口座」として登録している普通預金または貯蓄預金

へ入金します。 

ただし、総合口座の定期預金の元利金は、その総合口座の普通預金へ入金します。 

（６）定期預金の取扱種類 

「本サービス」で取扱いする定期預金の種類は、当行が別途定める入金取引日における当行ホームペー

ジに掲載の取扱商品とします。 

１６．積立定期預金のお預け入れ・お引出し他 

（１）内容 

① 「積立定期預金取引」とは、「関連口座」として登録している積立定期預金について預入、支払およびこ

れらに付随する取引の依頼を行います。 

② 積立定期預金の預入、支払、明細照会を行うことができます。 

③ 積立定期預金の支払は、原則として満期日以降（据置型定期の据置期間経過後の場合も含みます。）に各

定期預金規定に従って受付けます。当行がやむを得ないものと認めて満期日前（据置型定期預金の据置

期間経過前の場合も含みます。）の定期預金の解約に応じる場合の利息の計算は、各定期預金規定に基

づくものとします。 

（２）取引日 

「積立定期預金取引」の取引日は、受付日当日とします。 

（３）支払口座 

「支払口座」は、代表口座および関連口座として登録される普通預金および貯蓄預金とします。 

（４）適用金利 

「入金口座」の適用金利は、入金取引日における入金取引日における当行ホームページに掲載の預金金

利とします。 

（５）入金口座 

支払取引による元利金は、「代表口座」または「関連口座」の普通預金または貯蓄預金へ入金します。 

（６）積立定期預金の取扱種類 

「本サービス」で取扱いする積立定期預金の種類は、当行が別途定める入金取引日における当行ホーム

ページに掲載の取扱商品とします。 

１7．関連口座登録・削除 

（１）内容 

契約者本人名義の当行本支店の口座を関連口座として登録、または、関連口座から削除します。 

（２）取扱口座 

普通預金、貯蓄預金、カードローン（削除のみ）、総合口座定期預金、通帳式定期預金、積立定期預金（エ

ンドレス型・確定日型）、外貨普通預金、外貨定期預金。 

（３）登録後取扱可能となる日 

翌営業日とします。 
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１８．外貨預金のお預入れ・お引出し 

（１）内容 

「外貨預金取引」とは、事前に登録した外貨普通預金口座の預入・払出・入出金明細照会、および外貨

定期預金［無予約］の円貨口座からの預入・外貨口座からの預入・満期解約予約・明細照会の依頼を行い

ます。 

なお、取扱いできる外貨定期預金の種類は、当行ホームページ掲載のものとします。 

外貨定期預金満期解約予約の場合、解約元利金は、事前に登録した「関連口座」の普通預金、貯蓄預金、

外貨普通預金のいずれかへ全額入金します。 

（２）適用相場と適用金利 

円貨預金口座から外貨預金口座への預入および外貨預金口座から円貨預金口座への払出時には、取引日

における当行所定の換算相場を適用します。 

外貨定期預金を作成する場合の適用金利については、預入日における当行所定の金利とします。 

（３）取引日 

取引日は銀行営業日の 0:00～15:00 までにお申込みの場合は受付日当日、銀行営業日の 15:00～24:00

および土・日・祝日の 0:00～24:00にお申込みの場合は翌営業日とします。 

（４）取引限度額 

1取引あたりおよび 1日あたりの取引限度額は各通貨 10万通貨単位未満となります。 

取扱店が異なる口座間のお振替の場合の取引限度額は円換算額で 200万円以下となります。 

（５）為替差益・為替差損 

外貨預金口座の入金に要した円貨と出金時に受け取る円貨の差額、すなわち為替差益あるいは為替差損

はすべて契約者に帰属します。 

１９．投資信託サービス 

（１）内容 

① 投資信託サービスとは、契約者または、18 歳未満の口座名義人によるジュニアＮＩＳＡ申込の場合は

契約者の法定代理人＝取引代理人（運用管理者）の方（以下「契約者等」といいます。）からのＷｅｂ

画面による依頼に基づき、投資信託の購入、解約等の注文およびこれらに付随する取引の依頼を行いま

す。 

② 投資信託サービス利用開始後も、投資信託口座のあるお取引店窓口でのお取引が可能です。 

（２）契約対象者 

投資信託サービスは、お申込み時点で次に定める条件を満たす個人のお客さまを対象とします。 

① 満 18 歳以上のお客さま（ジュニアＮＩＳＡ申込の場合は法定代理人＝取引代理人（運用管理者）の方

が満 18歳以上） 

※ジュニアＮＩＳＡ申込の口座名義人の方が 18 歳になった時点でジュニアＮＩＳＡでの投資信託サー

ビスは自動的に終了します。サービスの再開には口座名義人ご本人による再申込が必要となります。 

② 投資信託口座を開設いただいているお客さま 

③ 「本サービス」に投資信託の指定口座を登録いただいているお客さま 

（３）申込手続 

① お申込みは「申込書」に必要な事項を記入したうえで届け出るものとします。 

② 投資信託サービスを申込む時点で投資信託口座を開設いただいていないお客さま、「本サービス」に投
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資信託口座を登録していないお客さまは、投資信託口座の開設申込みまたは「本サービス」の申込みを

同時に行うものとします。 

③ お客さまが、すでに他の累積投資契約を締結されているときは、各累積投資ファンドの第 1回目の払込

みをもって契約の申込みが行われたものとします。また、契約が締結されたとき、当行はただちに累積

投資口座を設定します。 

（４）投資信託取引における契約者の責任等 

① 投資信託取引を行うにあたっては、「青森みちのく投資信託約款集（インターネット投資信託用）」、「交

付目論見書」「投資信託説明書（交付目論見書）補完書面」等の内容を十分理解したうえで、契約者等の

判断と責任において行うものとします。 

② 投資信託は、元本および分配金が保証されている商品ではなく、市場環境により変動し、投資元本を割

り込むことがあります。 

③ 投資信託は手数料などをお客さまにご負担いただきます。また、投資信託の運用による損益は、投資信

託をご購入されたお客さまに帰属します。 

（５）利用時間 

サービスの利用時間は、次表の利用時間内とします。なお、海外市場休業日やシステムメンテナンス等

で取扱いができないことがあります。 

【サービスの利用時間】 

平日（銀行休業日を除く）0:00～14:00 当日扱い 

上記以外の時間帯および銀行休業日 翌営業日扱い 

（６）取引の成立等 

① 購入注文の成立 

購入資金は「本サービス」に登録している預金口座（ジュニアＮＩＳＡの場合は、あらかじめ投資信託

開設時に指定された預金口座）から引落しするものとし、購入資金の引落しが完了した時点で注文が成立

したものとします。 

② 解約注文の成立 

当行営業日の 14 時までの注文は当日中の成立となりますが、時限を過ぎている注文は翌営業日の成立

となります。なお、解約代金は、あらかじめ投資信託口座開設時に指定された預金口座へ入金します。 

③ 注文の不成立 

次のいずれかに該当する場合の注文は不成立となります。これにより契約者に損害が生じた場合であっ

ても、当行は一切の責任を負いません。 

Ａ．購入注文において、購入金額の引落しができなかった場合 

Ｂ．解約注文において、解約するファンドの口数が不足する場合 

Ｃ．投資信託口座が解約済の場合 

Ｄ．契約者等から投資信託口座を開設した時に指定した預金口座または代表口座への支払停止の届出があ

り、それに基づき当行が所定の手続きを行った場合 

Ｅ．その他やむをえない理由により、当行が取扱いを不適当または不可能と認めた場合 

（７）注文の取消 

① 購入注文にかかる取引が成立（購入資金の引落しが完了）したあとは、注文の取消ができません。  

② 購入の予約注文および解約注文は、当行が定める時間内に取消ができます。 
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２０．住宅ローン繰上返済・固定金利特約予約サービス 

（１）住宅ローン繰上返済・固定金利特約予約サービス（以下「住宅ローンサービス」といいます）内容 

当行でお借入れいただいている住宅ローンにつきまして、次のサービスをご利用いただけます。 

① 住宅ローンの残高照会および返済予定表照会 

② 住宅ローンの一部繰上返済シミュレーションおよび予約 

③ 住宅ローンの繰上完済予約 

④ 住宅ローンの固定金利特約のシミュレーションおよび予約 

⑤ ②～④の予約内容の確認・取消 

（２）お取扱対象ローン 

次のすべての条件を満たす当行所定の住宅ローンについて、住宅ローンサービスをご利用いただけます。 

① 住宅ローンのご返済用口座を、「本サービス」の「取引口座」にご登録いただいていること。 

② 住宅ローンサービスのお申込み時点において、対象のローンが延滞中でないこと。 

＜お取扱対象外ローン＞ 

次の住宅ローン等につきましては、住宅ローンサービスをご利用いただけません。 

Ａ．無担保住宅ローン 

Ｂ．住宅金融支援機構融資（旧住宅金融公庫融資含む）など公的機関が行う融資 

Ｃ．銀行が定める一部の住宅ローン 

上記①、②の条件を満たす住宅ローンであっても、ご契約内容やお取引状況等によって、住宅ローンサ

ービスをご利用いただけない場合があります。 

（３）繰上返済日 

ご指定いただける繰上返済日（「繰上完済」を含む。以下同様とする。）は、「次回約定返済日」に限りま

す。なお、お申込受付時限は、「次回約定返済日の前月応当日の翌日」から「次回約定返済日の前日２３時

５８分」までとなります。（この時限までに受付登録を完了いただく必要がありますのでご注意ください。） 

※「約定返済日以外の日」や「次々回以降の約定返済日」を繰上返済日としてご指定いただくことはで

きません。 

※「次回約定返済日以外の日」に繰上返済をご希望される場合は、住宅ローンサービスの対象外となり

ますので、大変お手数をおかけしますが、お取引店にお申し込みのうえ、お手続きください。 

（４）一部繰上返済方法 

住宅ローンサービスによる一部繰上返済方法は、次の２種類に限ります。 

なお、ご希望の一部繰上返済方法をご選択のうえ、繰上返済希望額等をご入力いただきますと、ご希望

額に最も近い一部繰上返済金額を自動的に試算いたします。 

① 「一部繰上返済（返済額を変更せず、返済期間を短縮する）」一部繰上返済方法 

毎回の返済額は変更せずに、一部繰上返済金額に応じて、返済期間を短縮する返済方法です。 

一部繰上返済金額は、ボーナス加算返済の利用に応じ、次のとおりです。 

Ａ．ボーナス加算返済を利用していない場合 

「毎月の約定返済のうち１か月分の返済元金」を最小単位として、１か月分、２か月分、３か月

分…等、１か月単位の金額となります。 

Ｂ．ボーナス加算返済をご利用されている場合 

「ボーナス加算返済部分のうち１回分の返済元金」と「毎月の約定返済部分のうち６か月分の返

済元金」の合計金額を最小単位として、６か月分、１２か月分、１８か月分…等、６か月単位の
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金額となります。 

Ａ、Ｂともに、１００万円以上を条件として、繰上返済希望額をご指定いただけます。 

② 「一部繰上返済（返済額を変更し、返済期間を短縮する）」一部繰上返済方法 

毎回の返済額を変更し、かつ、返済期間を短縮する返済方法です。 

なお、返済期間を変更せず、毎回の返済額のみを軽減する取扱もご利用いただけます。 

１００万円以上を条件として、任意の繰上返済希望額をご指定いただけます。 

※①、②ともボーナス加算返済をご利用されている場合、ボーナス加算返済部分に対する未払利息 

（前回のボーナス加算返済日から次回約定返済日までのお利息）をお支払いいただく必要がありま 

す。 

※上記①、②以外の一部繰上返済方法をご希望される場合は、住宅ローンサービスの対象外となりま 

すので、大変お手数をおかけしますが、お取引店にお申し込みのうえ、お手続きください。 

（５）固定金利特約の適用開始日 

「固定金利特約の予約」において「新利率適用開始日」および「お申込受付時限」は、ご予約時点に

おけるご指定の住宅ローンの金利種類の選択状況によって次の通りとなります。 

＜変動金利選択中＞ 

「新利率適用開始日」は、「次回約定返済日の翌日」に限ります。 

なお、お申込受付時限は、「次回約定返済日の前月応当日」から「次回約定返済日の２営業日前の

２３時５８分」までとなります。（この時限までに受付登録を完了いただく必要がありますのでご

注意ください。） 

＜固定金利特約中＞ 

「新利率適用開始日」は、予約時点において選択中の「固定金利特約期間終了日の翌日」に限り

ます。 

なお、お申込受付時限は、予約時点において「選択中の固定金利特約期間終了日の前月応当日」

から「固定金利特約期間終了日の２営業日前の２３時５８分」までとなります。（この時限までに

受付登録を完了いただく必要がありますのでご注意ください。） 

（６）手数料 

住宅ローンサービスは以下の手数料をご負担いただきます。 

＜一部繰上返済・繰上完済共通＞ 

① 変動金利選択中…無料 

② 固定金利選択中…１１,０００円 

＜固定金利特約＞ 

一律２,７５０円 

（７）住宅ローンサービスの利用規約 

住宅ローンサービスの利用に際しましては、次の規約を適用いたします。 

本利用規約にご同意いただけない場合は、住宅ローンサービスをご利用なさらずに、店頭窓口で繰上

返済および固定金利特約の手続きを行ってください。 

① 住宅ローンサービスのご利用にあたり、当行が、「本規定」第８条の方法により、「ログイン ID」、「ロ

グインパスワード」等の一致を確認のうえ、繰上返済および固定金利特約の予約手続きを行った場合

には、そのために生じた損害や紛争等について、当行は責任を負わないものとします。 

② 住宅ローンサービスによる繰上返済および固定金利特約につきましては、当行とお客さまの間で書面
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（返済方法変更契約証書および固定金利期間設定に関する特約書等）による契約の締結は行いませ

ん。 

当行は、お客さま（借主）がご入力いただいた内容をもとに、当行所定の方法により繰上返済および

固定金利特約手続きを行うとともに、繰上返済および固定金利特約選択後のご契約内容を変更するも

のとします。 

なお、住宅ローンサービスによる繰上返済および固定金利特約に伴うご契約内容の変更項目以外は、

住宅ローンご契約時の金銭消費貸借契約証書およびこれに付随する契約書等（以下、「原契約書」とい

います。）の各条項に従うものとします。 

③ 住宅ローンサービスでご予約いただいた繰上返済および固定金利特約を取り消しされる場合は、取り

消しされる取引に応じて、下記時限までにお手続きください。下記時限までに「予約取消」のご登録

が完了していない場合は、お申込内容が確定したものとします。 

＜繰上返済の予約取消＞ 

繰上返済日（次回約定返済日）の前日２３時５８分まで 

＜固定金利特約の予約取消＞ 

変動金利選択中 … 次回約定返済日の２営業日前の２３時５８分まで 

固定金利特約中 … 固定金利特約期間終了日の２営業日前の２３時５８分まで 

④ 連帯債務者、連帯保証人および物上保証人（抵当権設定者）等の利害関係人が存在する場合、当行は

住宅ローンサービスでご予約いただいた繰上返済および固定金利特約に関して、あらかじめ当該利害

関係人の同意を得ているものとして取り扱いいたします。 

なお、繰上返済および固定金利特約の手続き完了後に、お客さま（借主）と利害関係人との間で紛争

等が生じた場合は当事者間で解決するものとし、当行は一切の責任を負わないものとします。 

⑤ 繰上返済および固定金利特約に必要なご資金につきましては、繰上返済日（次回約定返済日）および

固定金利特約予約日（次回約定返済日）の前日までに住宅ローンのご返済用預金口座にご入金くださ

い。 

なお、繰上返済に必要なご資金は、「繰上返済元利金」と「次回約定返済日の返済元利金（繰上返済前

の約定返済額）」、「手数料」の合計金額、固定金利特約に必要なご資金は「手数料」の金額となります

ので、ご注意ください。 

当行は、繰上返済日および固定金利特約予約日に、普通預金（総合口座）通帳、同払戻請求書の提出

または小切手の振り出しによらず、住宅ローンのご返済用預金口座から必要資金を払い戻しのうえ、

繰上返済の処理を行います。 

⑥ 住宅ローンサービスによる繰上返済および固定金利特約のお申込内容が確定した場合でも、残高不足

等の理由により、住宅ローンのご返済用預金口座から必要資金の払い戻しができなかった場合には、

住宅ローンサービスによるお申し込みは取り消されたものとし、繰上返済および固定金利特約の処理

は行いません。 

（注）必ず、繰上返済日および固定金利特約予約日の前日までに必要資金をご入金ください。 

繰上返済日および固定金利特約予約日の当日早朝の処理で必要資金の払い戻しができなかった場合、

その当日中に不足分をご入金されても住宅ローンサービスによる繰上返済および固定金利特約の処理

は行いません。 

⑦ 住宅ローンサービスでは、お客さまがご入力いただいた内容をもとに、お取引後の「毎月返済額」お

よび「ボーナス加算返済額」をシミュレーションします。 
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なお、お手続き完了後、当行より「返済予定明細表」を送付いたしますので、実際の返済額につきま

しては、当該「返済予定明細表」にてご確認ください。 

（８）その他 注意事項について 

① 住宅ローンの繰上返済を行われる場合、「住宅借入金等特別控除」の適用を受けられているお客さま

は、繰上返済のお申込内容次第で「住宅借入金等特別控除」の適用が受けられなくなる場合や、所得

税控除額が減少する場合がありますので、ご注意ください。なお、この件に関して、当行は一切の責

任を負いません。 

② 住宅ローンのお借入時に、保証会社宛の保証料を一括でお支払いいただいているお客さまにつきまし

ては、住宅ローンサービスによる繰上返済に伴い保証料の返戻金が発生する場合があります。この場

合、保証会社の定めによる計算方法ならびに支払方法・時期に保証料を返戻いたします。 

なお、保証会社の定めにより手数料や振込手数料等を保証料返戻金から差し引く場合がありますで、

あらかじめご了承ください。 

③ お申込受付後に、お申込内容の確認のため、お客さまのご自宅やお勤め先にご連絡をさせていただく

場合がありますのでご了承ください。 

④ 住宅ローンサービスにより、繰上完済（全額繰上返済）をお申込みいただく場合は、お取引完了後に

担保にかかる書類等を返却いたします。つきましては、お取引店にご来店いただく必要がございます

ので、お取引完了後ご案内のためご連絡をさせていただきます。 

なお、書類の返却にはお手続きに 2 週間程度要しますので予めご了承ください。 

２１．税金・各種料金等払込みサービス「Ｐａｙ－ｅａｓｙ（ペイジー）」 

（１）内容 

税金・各種料金払込みサービス「Ｐａｙ－ｅａｓｙ（ペイジー）」（以下「料金等払込み」といいます。）

の払込みを行うため、契約者が「本サービス」で普通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）または貯

蓄預金規定の定めにかかわらず、預金通帳・払戻請求書の提出なしで「支払指定口座」から自動的に払込

資金を引落し、料金等の払込みを行う取扱いをいいます。 

払込みできる税金および料金の種類は、当行ホームページで確認してください。 

（２）利用方法 

① 当行が定める方法および操作手順に従ってください。契約者は収納機関から通知された収納番号、契約

者番号（納付番号）、確認番号その他利用を特定する事項をＰＣから正確に入力して、収納機関に対する

納付情報または請求情報の照会を当行に依頼してください。 

ただし、契約者が収納機関のホームページ等において、納付情報または請求情報を確認したうえで料金

等の支払方法として料金払込みを選択した場合は、この限りではなく、当該請求情報または納付情報が

当行の「本サービス」に引き継がれます。 

② 前項の照会または前項ただし書きの引き継ぎの結果として契約者のＰＣの画面に表示される納付情報

または請求情報を確認したうえで、契約者の「支払指定口座」番号、確認用パスワード等を正確に入力

してください。 

③ 当行で受信した契約者の支払指定口座番号およびパスワード等と届出の契約者の支払指定口座番号お

よびパスワード等との一致を確認した場合は、契約者のＰＣの画面に払込みしようとする内容が表示さ

れますので、契約者はその内容を確認のうえ、料金払込みの依頼を行ってください。 

（３）取引の成立 

料金等払込みにかかる取引は、当行がコンピュータ・システムにより申込内容を確認して払込資金を「支
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払指定口座」から引き落としたときに成立するものとします。 

（４）取引の取扱いができない場合 

① 払込資金等が「支払指定口座」より払い戻すことのできる金額（当座貸越を利用できる金額を含む）を

超えるとき。 

② 「支払指定口座」または「入金指定口座」が解約されたとき。 

③ 差押等やむを得ない事情があり、当行が支払を不当と認めたとき。 

④ 本規定に反して利用されたとき。 

⑤ 収納機関から納付情報または請求情報についての入力内容の確認ができないとき。 

⑥ その他当行が必要と認めたとき。 

（５）利用時間 

料金等払込みにかかるサービスの利用時間は、当行が定める利用時間内としますが、収納機関の利用時

間の変動等により、当行が定める利用時間内でも利用ができないことがあります。 

（６）取消・訂正について 

料金等払込みにかかる取引が成立したあとは、料金等払込みの申込を変更・取消することはできません。 

（７）領収書等について 

当行は、料金等払込みにかかる領収書（領収証書）を発行いたしません。 

収納機関の納付情報または請求情報の内容、収納機関での収納手続の結果等その他収納等に関する照会

については、収納機関に直接お問い合わせください。 

（８）収納機関からの連絡による取消 

収納機関からの連絡により、料金等払込みが取消されることがあります。 

（９）サービスの取扱中止 

当行または収納機関規定の回数を超えて、連続して所定の項目の入力を誤った場合は、料金等払込みの

利用が停止されることがあります。再開するには当行または収納機関の手続を行ってください。 

２２．口座情報の提供 

（１）内容 

当行は契約者からの依頼により取引口座として登録されている口座について、各種の照会サービスを行

います。（残高照会、入出金明細照会等） 

（２）回答後の取消・変更 

契約者からの依頼に基づいて当行が回答した口座情報は、残高、入出金明細等を当行が証明するもので

はなく、回答後であっても必要により、当行が変更または取消等を行う可能性があります。このような変

更または取消のために生じた損害について当行は賠償責任を負いません。 

２３．住所変更受付 

取引口座について、当行に届出している事項のうち、住所のみを、「本サービス」により変更の届出を行

うことができます。 

ただし、契約者のお取引内容によっては取扱いできない場合があります。また、受付から処理の完了ま

で日数がかかります。この間に生じた損害については、当行は賠償責任を負いません。 

２４．公共料金口座振替受付 

日本放送協会（ＮＨＫ）の受信料、東北電力株式会社の電気料、東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日

本）の電話料について、「本サービス」により口座振替の申込を行うことができます。 

引落口座は、代表口座または関連口座の普通預金口座となります。 
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また、受付から処理の完了まで日数がかかります。この間に生じた損害については、当行は賠償責任を

負いません。 

２５．利用手数料等 

「本サービス」利用にあたっては次の手数料をいただきます。 

（１）月額基本料 

無料 

（２）振込手数料等 

振込手数料等または「本サービス」関係諸手数料およびこれら合計額に係る消費税相当額をいただき

ます。この場合、当行は普通預金規定（総合口座取引規定を含みます。）に係わらず、預金通帳および払

戻請求書を不要とし、「支払指定口座」から自動引落しします。 

（３）当行は「本サービス」に係る諸手数料について、提供するサービス等の変更に伴い、事前に通知するこ 

となく新設・変更する場合があります。 

２６．取引内容の確認等 

「本サービス」の利用後は、契約者は速やかに普通預金通帳、貯蓄預金通帳への記帳または、残高照会

等により取引内容を確認してください。 

ログイン後、契約者のパソコン画面上にて確認いただけます。 

万一、取引内容、残高等に相違のある場合は、直ちにその旨を当行にご連絡ください。 

２７．届出事項の変更 

（１）預金口座および「本サービス」に関する届出印、氏名、住所、電話番号、その他の届出事項に変更があ 

った場合は、各種預金規定およびその他の取引規定に従い、直ちに当行に届出てください。 

ただし、届出の住所変更は「２３．住所変更受付」により「本サービス」での変更が可能です。 

（２）前項により届出事項の変更がなかったために、当行からの通知または送付する書類等が延着し、または 

到着しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

２８．解約 

（１）当事者の都合による解約 

「本サービス」は当事者の一方の都合でいつでも解約できることとします。ただし、当行に対する解

約の通知は書面によるものとします。 

（２）長期間取引がない場合の解約 

「本サービス」について１年以上にわたり取引がない場合、または届出事項を変更した場合で「２７．

届出事項の変更」に基づく変更の届出がない場合は、当行は「本サービス」を解約する場合があります。 

（３）当然解約 

契約者に次の各号の事由が一つでも生じた場合は、当行は契約者になんら通知を発信することなく

即時に解約する場合があります。 

①  「支払の停止」または「破産」もしくは「民事再生手続の開始」または類似の申立等があったとき。 

②  手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

③  住所変更の届出を怠るなど、契約者の責に帰すべき事由によって、当行において契約者の所在が不明  

になったとき。 

④ 契約者が「２５．利用手数料等」に定める手数料を支払わないとき。 

⑤ 契約者が本規定の各条項に違反したと当行が認めたとき。 

⑥ 「申込代表口座」が解約となったとき。 
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⑦ 契約者の死亡を知り得たとき。 

（４）この契約が解約等により終了した場合には、その時までに振込・振替の処理が完了していない取引の依

頼については、当行はその処理をする義務を負いません。 

２９．移管 

投資信託指定預金口座を移管する場合は、申込書により投資信託指定預金口座を変更してください。 

３０． サービスの追加 

（１）「本サービス」に今後追加されるサービスについて、契約者は新たな申込みなしに利用できるものとしま

す。 

ただし、当行が指定する一部のサービスについてはこの限りではありません。 

（２）サービス追加時には、本利用規定を追加・変更する場合があります。 

３１．サービスの廃止 

（１）「本サービス」で実施しているサービスについて、当行は契約者に事前に通知することなく廃止する場合

があります。 

（２）サービス廃止時には、本規定を変更する場合があります。 

３２．関係規定の準用 

（１）預金規定等 

本規定に定めのない事項については、ご利用口座にかかる総合口座取引規定、青森みちのくカードロ

ーン規定その他各種規定等により取扱います。 

（２）振込規定 

振込取引に関する振込通知の発信後の取扱いで、本規定に定めのない事項については振込規定を準用

します。 

（３）投資信託 

本規定に定めのない事項については、「青森みちのく投資信託約款集（インターネット投資信託用）」

により取扱います。 

３３．免責事項など 

（１）ＰＣ・通信機器・通信回線等の障害 

次の各号の事由により、「本サービス」の取扱いに遅延、不能等があってもこれによって生じた損害

については、当行は賠償責任を負いません。 

①  契約者のＰＣが故障したとき、契約者がＰＣを誤操作したとき。 

②  当行または金融機関共同システムの運営体が相当の安全対策を講じたにもかかわらず、ＰＣ、通信機   

器、通信回線またはコンピュータ等に障害が生じたとき。 

③  当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき。 

④  災害・事変・裁判所等公的機関の措置等やむを得ない事由があったとき。 

（２）届出暗証番号等の不正使用による損害 

「本サービス」利用の際、送信された暗証番号等と当行があらかじめ届出を受けた暗証番号等との一

致を確認して取扱ったうえは、暗証番号等の不正使用その他の事故があっても、そのために生じた損害

について、当行は賠償責任を負いません。 

なお、電代業者からの「ログインＩＤ」および「暗証番号等」の漏洩等に起因する損害については、

当行は賠償責任を負いません。 

（３）契約者は「本サービス」の利用に際し、公衆回線、移動体通信網、専用電話回線、インターネット等の
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通信経路の特性および「本サービス」で当行が講じる安全対策について了承しているものとみなしま

す。 

３４．電代業者の提供するサービスの利用 

（１）電代業者が提供するサービスはその利用者の自己責任で使用するものとし、当行は電代業者やその提供

するサービスについて何らの責任を負いません。 

（２）電代業者が提供するデータの正当性等については、当行は保証いたしません。 

３５．海外からのご利用 

契約者が居住地の変更などにより海外に居住することになった場合には、各国の法令、事情、その他の

事由により「本サービス」の全部または一部をご利用いただけない場合があります。 

３６．機密保持 

契約者および当行は、「本サービス」に関して事務処理上知り得た相手方の情報等について第三者に漏洩

しないものとします。 

３７．損害負担 

契約者および当行は、「本サービス」に関してそれぞれの責に帰すべき事由により生じた損害を負担しま

す。ただし、いずれの責によるか明らかでないときは、両者協議のうえ、これを定めるものとします。 

３８．権利の譲渡・質入禁止 

契約者は、「本サービス」の利用契約に関するいっさいの権利を第三者に譲渡し、または質入れすること

はできません。 

３９．利用規定の変更 

本規定に変更の必要がある場合は次により取扱います。 

（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の事由があると認められる場合に

は、当行ホームページへの掲載による公表その他相当の方法で周知することにより、変更できるものと

します。 

（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

４０．契約期間 

「本サービス」の契約期間は利用申込日から 1 年間とします。ただし、期間満了の 2 ヶ月前までに契約

者が当行に対して別段の意思表示を行わない場合は期間満了の翌日からさらに１年間継続することとし、

以後も同様とします。 

４１．準拠法・合意管轄裁判所 

本契約の契約準拠法は日本法とします。また、「本サービス」利用契約に関して訴訟の必要が生じた場合

は、当行の本店所在地を管轄する裁判所を専属合意管轄裁判所とします。 

以 上 


